
Timestamp 1，候補者名と政党名をご記入ください。

（1）選択的
夫婦別姓制
度に賛成で
すか？

理由はソースを示してお答えく
ださい。

（2）同性婚の
法制化に賛成
ですか？

理由はソースを示してお答
えください。

（1）このような現状を
改善するためにク
オーター制の導入は
必要だと思います
か？

ご自身が所属する政党の男女比
を示した上で理由もお聞かせくだ
さい。

（2）様々な課題が重
なって起きている男
女の賃金格差の解
消へ取り組みます
か？

どの部分を重点的に取り組むかも教えてく
ださい。

4，女子差別撤廃
条約選択議定書
の批准に賛成し
ますか？

理由もお書きください。

（1）中学校の保健体育の学
習指導要領にある妊娠の経
過は取り扱わないものとする
いわゆる「はどめ規定」を削
除することに賛成しますか？

理由も併せてお書き
ください。

（2）日本でも包括的
セクシュアリティ教
育を推進することに
賛成ですか？

理由も併せてお書きください。

（1）人工妊娠中絶の
配偶者同意要件や
堕胎罪の廃止には
賛成ですか？

その理由を教えてくだ
さい。

（2）アクセス改善のために、
緊急避妊薬（アフターピル）
の処方箋なしの薬局販売に
賛成しますか？

理由も併せてお書
きください。

7,  少子化対策として取り組むべきと考えること
は何ですか？具体的にお書きください。

8，「若者・女性に選
ばれる地方」を実現
するために取り組み
を行いますか？

具体的にどこを重点的に取り組みますか。

7/9/2025 22:29:11 舟橋夢人　NHK党 いいえ 民法に規定されているから いいえ 両性の合意をもって、と民
法に規定されているから

いいえ
1:9くらい？　能力順であるべき
で、能力の低い女性を無理矢理
登用するのは逆差別

はい

同一労働同一賃金、当然、女性にも男性と
同じ働きをしてもらう。ますます晩婚化、少
子化になる可能性があるが。格差を無くす
とはそういうリスクがある。

どちらでもない 内容が不明のため いいえ

削除する意味がある
のか疑問
臭いものに蓋は良く
ない

いいえ 性は権利ではない はい 望まぬ妊娠を否定す
る権利は大事

はい 選択肢が広がる 南プスの開発(長くなるので内容割愛) いいえ

山梨県は甲府市を中心としたコンパクトシティ化が成
功しているのでさらなる推進をするが、それで若者、
女性が地方に戻って来るか？とは別問題。結果とし
て戻ってくるかもしれないが
良くある都会に行かせないため、地方に、ミニ東京を
作ると逆効果になるため。と、選ばれる地方を目的と
して開発を進めるわけではないので

7/12/2025 11:02:23 そうだ記史　日本共産党 はい

「自分の名前で生きる自由
を」。人はその名前で呼ばれる
ことで社会とつながり生きてき
たのであり、氏名はその人のア
イデンティティーの一部です。
また婚姻によって改姓するの
は今も95％が女性であり、多く
の女性が仕事や社会生活上の
様々な不便・不利益を体験して
いることはジェンダー差別で
す。世界で夫婦同姓を法律で
義務づけている国はいまや日
本だけです。世論の高まりのな
か、28年ぶりに国会で選択的
夫婦別姓を導入する民法改正
案が審議入りしましたが、民法
を改正し、選択的夫婦別姓制
度を今すぐ実現できるよう力を
つくします。

はい

現在の民法や戸籍法は男
女の結婚を前提にしてお
り、同性婚を認めていませ
ん。そのため、同性カップル
は相続権や税金の配偶者
控除などの法的・経済的な
権利が認められていませ
ん。病院で家族としての面
会や付き添い、手術の際の
同意判断が許されないこと
なども問題になっています。
性的指向は、性別や人種な
どと同様、自分の意思に
よって選択や変更ができな
いものです。同性婚を認め
ないことは憲法に反しま
す。国は最高裁判決を待た
ず、いますぐ同性婚を認め
る民法改正をおこなうべき
です。

はい

2025年参院選挙では、日本共
産党の女性候補者比率は、比例
代表57.９％、小選挙区32.1％で
す。政治における男女の平等な
参加を実現することは、ジェン
ダー平等、日本の民主主義の前
進にとって欠かせない課題で
す。日本のジェンダーギャップ指
数（2025年）は148カ国中118位
と低い水準にありますが、なかで
も政治分野では、125位とさらに
低くなっています。政治分野にお
ける男女共同参画推進法の立
法趣旨に沿い、パリテ（男女議員
同数化）に取り組みます。候補者
における一定の女性割合を政党
に義務づけるクオータ制の導入
をすすめます。

はい

非正規を含む平均給与は、女性は男性の
55.8％で、生涯賃金では1億円近い格差に
なります。賃金の格差は年金にも連動し、
大きな男女格差になっています。
●男女賃金格差の原因である非正規との格
差を明確にするため、情報開示項目を増や
し、正規雇用男性に対する、正規雇用女
性、非正規男性、非正規女性の数値を開
示させます。●企業に、賃金格差是正の計
画策定と公表を義務づけ、政府がそれを監
督・奨励する仕組みをつくります。●国として
も、職種、時間当たり、企業規模、地域ごと
に、男女賃金格差の実態を把握、分析し、
是正の行動計画を策定します。●女性が多
く働く介護・福祉・保育などケア労働者の賃
金を国の責任で「全産業平均」並みに引き
上げます。●非正規雇用の正規化、長時間
・過密労働の是正、配置基準の見直しな
ど、労働条件を改善します。

はい

1985年に日本は女性差別
撤廃条約を批准しました
が、日本の女性差別の実
態、ジェンダー平等の遅れ
は依然として深刻です。24
年10月の女性差別撤廃委
員会の日本報告審議では、
日本の遅れについて多くの
問題が指摘され、改善措置
が求める「総括所見」が出さ
れています。これらを受けと
め、すみやかに法改正を含
む改善をおこなうとともに、
国際的水準のジェンダー平
等実現をめざし、条約の全
面実施、実効あるものにす
るために、「調査制度」と
「個人通報制度」を定めた
選択議定書を早期に批准
すべきです。

はい

女性の心身の健康、
妊娠・出産をめぐる権
利と自己決定権を守
ることは、女性の人
権とジェンダー平等
前進にきわめて重要
です。そのためには、
すべての土台として、
互いを尊重し合う人
間関係を築くための
考え方やスキルなど
を学ぶ包括的性教育
の導入が不可欠で
す。性教育を制限す
る「はどめ規定」をなく
し、年齢に即した科学
的な包括的性教育を
公教育に導入するこ
とが必要です。

はい

「JKビジネス」、「AV出演強要」、「デ
ジタル性暴力」など、子ども・若者が
性被害のリスクにさらされていま
す。性犯罪やジェンダーに基づく暴
力は、根強く残る男尊女卑の社会
通念に起因しています。被害を未然
に防ぎ、根絶していくために、暴力を
生む社会通念そのものを取り除くた
めのジェンダー平等教育を推進する
必要があります。子どもや女性を
「性の商品化」するビジネスの法規
制、相談や啓発の体制を強化する
とともに、科学的な根拠に基づいた
包括的性教育を推進する『国際セク
シュアリティ教育ガイダンス』にもと
づき、人権・ジェンダーの視点に
立って、子ども・若者の発達・年齢に
適した知識、態度、スキルの獲得を
可能にする性教育を、公教育に位
置づけることが必要です。

はい

国連からも刑法の堕
胎罪をなくすこと、母
体保護法を改正し、配
偶者の同意要件をなく
すこと、すべての女性
と少女に、緊急避妊を
含む安価な近代的避
妊法への十分なアク
セスを提供することな
どの勧告を受けてい
ます。リプロダクティブ
・ヘルス＆ライツの視
点に立った政治への
転換が求められてい
ます。明治期から残る
刑法の自己堕胎罪
や、母体保護法の配
偶者同意要件を廃止
すべきです。

はい

避妊も中絶も、女
性の大切な権利で
す。緊急避妊薬を
安価で入手しやす
くします。世界で
は、注射、シール、
インプラントなどの
身体に負担の少な
い避妊方法が導入
されています。日本
も無償かもしくは低
下価格でアクセス
できるようにしま
す。

「人口減少社会」にどう対応するかは、日本が直
面する重要な問題です。しかし、結婚するか、子
どもを産むかは、あくまで個人の選択の自由で
あり、政治が介入することではありません。「少
子化対策」などと言いながら、国民に「子どもを
産みなさい」というプレッシャーをかけるようなこ
とはあってはなりません。問題は、経済的・社会
的事情などで、将来の人生を自由に選択できな
くなっていることです。教育費をはじめ子育てに
かかる重い経済的負担を軽減する、物価高騰に
負けない賃上げを実現する、労働時間を短縮
し、働く人の自由な時間を増やす、非正規ワー
カーへの差別をなくす、ジェンダー平等をすす
め、女性に家事、育児を押しつける不平等をなく
すなど、生きにくい社会を変えることが求められ
ます。「人口減少社会」への対応の根本は、一
人ひとりの人権と個性が尊重され、ほんとうに住
みよい社会にしていく不断の努力を積み重ねる
ことにおかれるべきと考えます。

はい

「若者や女性に選ばれる地方」を実現するためには、
地方と都市部の賃金格差をなくすことが必要と考えま
す。最低賃金を時給1500円、手取り月額20万円程
度にすみやかに引き上げ、1700円をめざします。地
方格差をなくし全国一律最賃制を確立します。
山梨県の多くは中小零細企業です。賃上げのカギは
労働者の7割が働く中小零細企業への直接支援が必
要です。社会保険料の減免や賃金助成などで中小企
業の賃上げを支援します。
女性が多く働く看護師や保育士、介護職員などケア
労働者の賃金を、国の公定価格や報酬の見直しなど
で、引き上げます。

自由民主党　森屋宏 回答頂けず 回答をお待ちしています

国民民主党　後藤斎 回答頂けず 回答をお待ちしています

参政党　永田己貴 回答頂けず 回答をお待ちしています

回答期間
2025年7月7日〜15日

選挙期間中で回答期間が短
く、回答のスケジュールがタイト
であったのは大変申し訳な
かったです。回答にご協力頂
いた候補者の皆様、ありがとう
ございました。

資料①  アンケート結果


